
１　第６期高齢者総合福祉プラン　施策体系の見直しについて
　　（１）施策の体系（大・中分類）

【第５期】 【第６期】

５．介護サービスの基盤整備

４．総合的な安全対策の強化

Ⅴ．介護保険事業の充実

６．地域医療の推進

４．認知症高齢者施策の推進

５．高齢者等の権利擁護の推進

４．一人ひとりの個性や尊厳、自立を支える地域社会づくり
Ⅳ．住まいと生活環境の整備

３．高齢者及び家族介護者の心の健康づくりの推進

１．地域包括ケアの推進

４．介護予防の推進

２．日常生活支援サービスの推進

５．健康づくりの基盤整備

３．地域医療及び在宅医療・介護連携の推進

１．介護保険制度の適正運営の推進

２．介護サービスの基盤整備の充実

２．認知症高齢者対策の推進

１．コンパクトなまちづくりと住環境の整備

３．高齢者等の権利擁護の推進

２．バリアフリーの推進と潤いのある生活空間の整備

４．介護保険制度の適正運営の推進

３．安心できる住まいの確保

１．地域包括ケアの推進

３．世代間交流の推進

３．健やかな暮らしを支える心と体づくり

１．壮年期からの健康づくり

２．疾病の重症化防止

Ⅲ．日常生活を支援する体制の充実

１．コンパクトなまちづくりと住環境の整備

Ⅱ．生きがいづくりと社会参加の推進

２．バリアフリーの推進と潤いのある生活空間の整備 １．元気な高齢者と地域づくりの推進

３．総合的な安全対策の強化 ２．福祉マインドの醸成

２．安心・安全を実感できる、人に優しい生活環境づくり

１．活動的で、活力に満ちた高齢社会づくり Ⅰ．健康づくりと介護予防の推進

１．社会参加と生きがいづくりの推進 １．生涯を通じた健康づくり

２．高齢者に関する情報提供の推進 ２．疾病の重症化予防

３．福祉マインドの醸成 ３．高齢者及び家族介護者の心の健康づくりの推進

４．世代間交流の推進 ４．介護予防の推進

５．健康づくりの基盤整備

基本理念の中に置くこととし、地域ケア包括システム構築の概念

と連動させるよう名称を変更する



（２）施策の体系（中・小分類）

Ⅰ 健康づくりと介護予防の推進

1 生涯を通じた健康づくり【名称変更】 「壮年期の健康づくり」から変更

(1) 健康意識の啓発 ① 健康づくりの推進

地域健康教育事業の充実【名称変更して移動】

(2) ① 心身の機能低下防止対策の推進

② 健康診査事業の充実

歯周疾患検診受診率の向上【削除】

③ がん検診事業の充実

骨粗鬆症検診受診率の向上【削除】

④ 脳卒中予防の啓発【移動】

⑤ 感染症予防対策の充実

⑥ 認知症予防対策の推進【移動】 Ⅲ．４．（１）から移動

(3) 生活習慣改善の推進 生活習慣改善の推進【削除】

① 健康相談・健康教育事業の充実【名称変更して移動】

地域総合相談会の充実【削除】

② 栄養・食生活改善の推進

③ プラス1,000歩富山市民運動の推進【変更】 「生活習慣の改善」から名称変更

④ 口腔衛生対策の推進

⑤ 受動喫煙防止対策の推進【新規】

(4) 生涯スポーツの推進 ① 歩くスポーツの推進

② 地区・校区単位のスポーツ教室の開催

③ 高齢者向けの運動・スポーツプログラムの提供

2 疾病の重症化予防【名称変更】 「疾病の重症化防止」から名称変更

脳卒中総合対策の推進
【移動】

脳卒中予防の啓発【移動】

(1) ① 糖尿病対策の充実

② 特定疾患療養相談会の充実

③ 訪問指導事業の充実

3 高齢者及び家族介護者の心の健康づくりの推進

(1) 心の健康づくりの推進 ① 心の健康づくりの啓発

② 精神保健福祉相談の充実

③ 精神障害者のネットワークづくりの推進

④ アルコール対策の充実

⑤ メンタルヘルスサポーターの育成

⑥ 家族介護者の支援の推進

(2) 自殺対策の推進 ① うつ病対策の充実

② メンタルヘルスサポート協力店等の推進

③ かかりつけ医と精神科医の連携体制の強化

4 介護予防の推進

(1) 介護予防推進体制の整備 ① 介護予防施策の充実

② 介護予防推進連絡会議の開催

③ 角川介護予防センターの利用促進

(2) ① 介護予防運動指導者育成事業

② パワーリハビリテーションの推進

③ 介護予防推進リーダー活動の充実

④ 水のみ運動の推進

⑤ 介護予防ふれあいサークルの推進【移動】 Ⅲ．１．（２）から移動

5 健康づくりの基盤整備

(1) 健康づくり機能の強化 ① 健康づくりボランティアの育成及び支援

② 地域ぐるみで取り組む健康づくりの支援

③ 情報化の推進

(2) ① 富山型地域包括ケアシステムの推進【新規】

② 新たな地域づくりの創造【新規】

③ 健康まちづくりマイスターの養成【新規】

④ 地区包括的情報交換会の開催【新規】

「健康意識の啓発」から名称変更

小分類中分類大分類

疾病の予防及び早期発
見・早期治療【名称変
更】

疾病の重症化予防への早
期対応【名称変更】

地域ぐるみの介護予防の
推進

健康まちづくりの推進
【新規】



Ⅱ 生きがいづくりと社会参加の推進

1 元気な高齢者と地域づくりの推進     

(1) ① 各種高齢者向け講座の充実 「多様な学習機会等の提供」から変更

② 市民大学の充実

③ ふるさとづくりの推進

④ 公民館活動の充実

⑤ 学習活動等への支援

⑥ 農林業とのふれあいの場の提供【名称変更】 「農林業を学ぶ機会の充実」から名称変更

(2) 地域での社会活動の推進 ① 老人クラブ連合会の強化

② 老人クラブ活動の活性化・充実

老人福祉センター等の機能の充実【移動】

③ 町内会、自治会等の活動参加の推進

(3) ボランティア活動の推進 ① ボランティア意識の醸成

男女共同参画の面からのボランティア活動の推進

② 地域でのボランティア活動の推進

③いきいきクラブ（給食・会食ボランティア）の充実

(4) ① シルバー人材センターの充実

② 高齢者雇用の環境整備

(5) ① 芸術との出会いづくりの推進

② 発表の場の提供【追加】

(6) 
高齢者のふれあいの場の
確保

① 地域での高齢者集会場の確保

学校施設の活用【移動し
て統合】

② 生活に密着した施設の活用による交流の場の確保

③ 老人福祉センター等の利用の促進【名称変更】

(7) 

2 福祉マインドの醸成

(1) 福祉教育の推進

(2) 敬老意識の啓発

3 世代間交流の推進

(1) ① 子どもたちとの世代間交流の推進

② 孫とおでかけ事業【新規】

③ 街区公園コミュニティガーデン事業【新規】

多様な学び・生きがいづ
くりの場の提供【名称変
更】

発表の場・交流機会の充
実

世代間ふれあい活動の推
進

就業機会の充実・就労活
動の推進

高齢者福祉の情報提供の
推進

①「ボランティア意識の醸成」に統合

大分類 中分類 小分類

高齢者サロン設置事業【新規】



Ⅲ 日常生活を支援する体制の整備

1 地域包括ケアの推進

(1) 地域ケア推進体制の整備 ① 地域包括支援センターの機能強化

② 地域ケア会議の開催

③ 地域包括ケア拠点施設の整備【新規】

③ 医療機関との連携の強化【削除】

(2) 
地域ふれあい・助け合
い・支えあいの推進

① 地域での見守り体制の整備

2 日常生活支援サービスの推進【新規】

(1) 在宅福祉サービスの推進 ① 日常生活サービスの充実

(2) 外出支援サービスの推進 ① 福祉施策としての外出支援の推進

② 交通施策としての外出支援の充実

3 地域医療及び在宅医療・介護連携の推進【新規】

(1) 地域医療体制の整備 ① 日常医療の充実

② 初期救急医療の適正化【名称変更】 「救急医療体制の整備」から名称変更

(2) 

4 認知症高齢者施策の推進

(1) ① 市民への啓発活動の推進

② 啓発のための人材の育成

③ 認知症サポーターの養成

認知症予防対策の推進【移動】 Ⅰ．１．（２）－⑥へ移動

(2) 認知症ケア体制の整備 ① 早期発見・早期対応システムの充実

② 認知症ケアの質の向上

③ 地域での見守り体制の充実

④ 認知症徘徊ＳＯＳネットワークの推進

⑤ 介護者への支援

⑥ 若年性認知症施策の推進

5 高齢者等の権利擁護の推進

(1) ① 日常生活自立支援事業の充実

② 成年後見制度の推進

③ 市民後見推進事業の充実

(2) 高齢者虐待防止の推進 ① 高齢者虐待の未然防止

② 高齢者虐待の早期発見・早期対応システムの充実

③
相談援助者・サービス事業者等の資質の向上（相談体
制の充実）

④ 高齢者への支援

⑤ 養護者への支援

⑥ 養介護施設従事者等による高齢者虐待の防止

認知症の知識の普及・啓
発

成年後見・権利擁護の推
進

在宅医療・介護連携の推
進【新規】

① 在宅医療と介護の連携の強化【新規】

大分類 中分類 小分類

ライフライン事業者等との連携による地

域見守り活動【新規】



Ⅳ 住まいと生活環境の整備

1 コンパクトなまちづくりと住環境の整備

(1) 
「お団子と串」の都市構
造の構築

(2) 中心市街地の活性化 ① まちなか居住の推進

② 賑わいのあるまちづくり

(3) ① 基幹交通の利便性向上

② 生活交通の確保

2 バリアフリーの推進と潤いのある生活空間の整備

(1) 
バリアフリーのまちづく
りの推進

(2) 快適な歩行空間の確保 ① 道路の整備

② 出会いと交流の空間づくり

(3) 緑化の推進と公園の整備 ① 緑化の推進

② 公園緑地の整備

3 安心できる住まいの確保【変更】

(1) 
住宅改造資金支援体制の
充実

① ねたきり防止等住宅整備の充実

(2) 生活支援型施設の整備 ① 市営住宅の整備

②
高齢者世話付住宅（シルバーハウジング）による生活
支援の充実

③ 高齢者向賃貸住宅の供給促進

(3) 多様な住まいへの支援

4 総合的な安全対策の強化

(1) 交通安全対策の推進 ① 交通安全教育と意識啓発活動の充実

② 交通安全を確保するための環境整備

(2) ① 歩道除雪の推進

② 地域ぐるみ除雪活動の推進

(3) ① 災害時要援護者支援事業

② 自主防災組織の育成等

③ 火災予防の推進

④ 応急手当普及啓発の推進

⑤ 悪質商法などの消費者トラブルの防止

⑥ 木造住宅の耐震化の推進

Ⅴ 介護保険事業の充実【分離新設】

1 介護保険制度の適正運営の推進

(1) ① 保険財政の健全運営

② 適正な要介護認定

③ 介護保険料の適正納付の推進 「低所得者に対する負担軽減」から名称変更

④
低所得者に対する負担軽減及び利用者負担の適正化
【名称変更】

⑤ 介護給付費適正化事業の推進

(2) ① 居宅介護支援事業者の指導・育成

② ケアマネジメントの質の向上

③ 施設に勤務する介護支援専門員等の指導・育成

④ 福祉・介護人材の育成

(3) ① 介護サービス事業者の指導・育成

② 福祉用具・住宅改修事業者への助言・指導

③ 施設介護の質の向上

(4) ① 制度の趣旨普及

② 苦情・相談体制の充実

2 介護サービスの基盤整備の充実

(1) 介護保険給付の充実 ① 居宅サービス・介護予防サービスの充実【名称変更】

介護予防サービスの充実【統合して削除】 「施設介護サービスの充実」から名称変更

② 施設サービスの充実【名称変更】

③ 地域密着型（介護予防地域密着型）サービスの充実

新たな介護サービスへの取り組み【削除】

「居宅サービスの充実」と「介護予防サービス
の充実」が統合され名称変更

防災・防犯・消費生活対
策の推進

介護サービス事業者への
支援

介護支援専門員等への支
援

介護保険制度の円滑な実
施

地域の連携で支える雪対
策等の推進

中分類 小分類

公共交通機関の利便性向
上

制度啓発と相談体制の充
実

大分類

消費生活センターの拡充【新規】

「通話録音装置」【新規】



１．介護保険制度改正の概要 

地域包括ケアシステムの構築と介護保険制度の持続可能性の確保を基本的な考え方とし、事業の

充実と重点化・効率化及び費用負担の公平化を柱として、次の事項について改正が行われます。 

項 目 内  容 

１  

地域包括ケ

アシステムの

構築に向けた

見直し 

(1) 在宅医療・介護連携

の推進 

・ 介護保険法の地域支援事業に位置づけ、在宅医療・

介護サービス提供体制の構築に取り組む。  

(2) 認知症施策の推進 ・ 認知症初期集中支援チームの設置、認知症地域支援

推進員等の設置などにより早期対応に取り組む。 

(3) 地域ケア会議の充実 ・ケアマネジメントの質の向上、地域課題の把握など

に取り組む。 

(4) 生活支援サービスの

体制整備 

・新総合事業実施に当たり、協議体の設置や生活支援

コーディネーターの配置等により、事業の仕組みづく

りや地域支援に取り組む。 

(5) 地域包括支援センタ

ーの機能強化 

・ 役割に応じた人員体制の強化、センター間及び行政

との役割分担・連携強化などに取り組む。 

〔以上、H27.4 月から〕 

２ 

サービスの

重点化・効率化

(1) 介護予防給付の一部

を地域支援事業へ移行 

・ 予防給付のうち「介護予防訪問介護」・「介護予防通

所介護」を介護予防・日常生活支援総合事業（新総合

事業）に移行する。                  〔H29.4 月まで〕

(2) 特別養護老人ホーム

の中重度者への重点化 

・ 新規入所者を要介護 3以上に限定する。（要介護 1・

2は特例）                   〔H27.4 月から〕

３ 

 費用負担の

公平化 

(1) 低所得者の第 1 号保

険料の軽減強化 

・ 従来の軽減措置に加え、別枠で公費により住民税非

課税世帯の軽減割合を拡大する。      〔H27.4 月から〕

(2) 一定以上所得者の利

用者負担の見直し 

・ 一定以上所得者の利用者負担を 1割から 2割に引き

上げる。                            〔H27.8 月から〕

(3) 高額介護サービス費

の見直し 

・ 現役並み所得者の世帯の負担上限額を引き上げる。

〔H27.8月から〕

(4) 補足給付の見直し

（資産等の勘案） 

・ 低所得の施設利用者の食費・居住費を補てんする補

足給付の要件に資産等を追加する。    〔H27.8 月から〕 

４ 

 その他 

(1) 在宅サービスの見直

し 

・ 小規模通所介護を地域密着型サービスへ移行する。

〔H28.4月から〕

(2) 施設サービス等の見

直し 

・ サービス付き高齢者向け住宅を住所地特例の対象と

する。                              〔H27.4 月から〕

(3) 介護サービス情報公

開制度の見直し 

・ 制度外の宿泊サービス（いわゆる「お泊まりデイサ

ービス」の情報公表                  〔H27.4 月から〕



２．高齢者数の見込み 

   総人口が減少する中、高齢者数（第１号被保険者数）は引き続き増加します。 

65～74 歳の前期高齢者数が減少に転じる一方、75 歳以上の後期高齢者数の増加が 

顕著となります。 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 37 年度 

第１号被保険者数 
（65 歳以上高齢者数）

（対前年度比）

110,610 人 
（103.6） 

114,271 人
（103.3）

117,923 人 
（103.2） 

119,292 人 
（101.2） 

120,661 人
（101.1）

124,935 人
(H26 比 109.3)

前期高齢者数
（65-74 歳） 

56,458 人 59,488 人 62,510 人 62,217 人 61,923 人 49,902 人

後期高齢者数
（75歳以上） 54,152 人 54,783 人 55,413 人 57,075 人 58,738 人 75,033 人

総人口 420,546 人 419,907 人 419,277 人 417,277 人 415,276 人 396,343 人

高齢化率 ２６．３％ ２７．２％ ２８．１％ ２８．６％ ２９．１％ ３１．５％

（各年度９月末現在、住民基本台帳） 

３．要介護認定者数の見込み

要介護認定者数の伸びは、高齢者数の伸びよりも高い伸びを示しており、年 1,000 人

超のペースで増加し、平成 29 年度には２万５千人となります。 

平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 37 年度 

総数 
（対前年度比）

20,898 人 
（105.2） 

21,649 人
（103.6）

22,776 人 
（105.2） 

23,901 人 
（104.9） 

25,104 人
（105.0）

31,313 人
(H26 比 144.6)

要支援 1 1,878 人 1,953 人 2,082 人 2,285 人 2,493 人 3,166 人

要支援 2 2,408 人 2,483 人 2,614 人 2,696 人 2,848 人 3,471 人

要介護 1 3,556 人 3,768 人 4,094 人 4,404 人 4,711 人 5,902 人

要介護 2 4,322 人 4,585 人 4,983 人 5,372 人 5,767 人 7,648 人

要介護 3 3,591 人 3,673 人 3,749 人 3,828 人 3,908 人 4,664 人
要介護 4 2,690 人 2,741 人 2,796 人 2,849 人 2,900 人 3,376 人

要介護 5 2,453 人 2,446 人 2,458 人 2,467 人 2,477 人 3,086 人

第 1号被保険者認定率 １８．４％ １８．５％ １８．９％ １９．７％ ２０．４％ ２４．７％

（各年度９月末現在）
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４．介護保険制度の適正運営の推進

（１）介護保険制度の円滑な実施 ・・・財政の健全運営、利用者負担・介護給付適正化

（２）介護支援専門員への支援  ・・・ケアマネジメントの質の向上、人材確保・育成

（３）介護サービス事業者への支援・・・指導・育成、介護の質の向上

（４）制度啓発と相談体制の充実 ・・・普及啓発、苦情・相談体制の充実

５．施設整備の目標 

（１）基本的な考え方 

① 在宅サービスの充実を図り、引き続き「施設から在宅へ」の転換を進めます。

  ② 平成３７年（２０２５年）を見据え、地域包括ケアシステムの構築を目指し、

地域密着型サービスを中心に、計画的な整備を行います。

  ③ 日常生活圏域の特性を踏まえつつ、地域バランスを考慮した整備を進めます。

（２）施設整備の目標 

施設等区分 
現況 (A) 

H26年度末 

第６期整備数（Ｂ） 

H27～H29年度

目標値（A+B） 

H29年度末 

介

護

保

険

施

設 

介護老人福祉施設 
24か所 

  （1,734床） 

― 

  （―） 

24か所 

  （1,734床）

介護老人保健施設 
18か所 

  （1,783床） 

― 

  （―） 

18か所 

  （1,783床）

介護療養型医療施設 
15か所 

  （960床） 

― 

  （―） 

15か所 

  （960床） 

地

域

密

着

型

サ

｜

ビ

ス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護

（24時間型の訪問サービス）
3か所 2か所 5か所 

夜間対応型訪問介護 3か所 2か所 5か所 

認知症対応型通所介護 
24か所 

  （257人） 

― 

  （―） 

24か所 

  （257人） 

小規模多機能型居宅介護 

（通い・泊まり・訪問介護を組み合

わせて提供するサービス）

26か所 

  （650人） 

6か所 

  （174人） 

32か所 

  （824人） 

認知症対応型共同生活介護 

（グループホーム）

40か所 

  （531人） 

4か所 

  （72人） 

44か所 

  （603人） 

地域密着型介護老人福祉施設 

（定員29人以下の特養）

12か所 

  （261人） 

6か所 

  （174人） 

18か所 

  （435人） 

看護小規模多機能型居宅介護（複合

型サービス） 

（通い・泊まり・訪問介護･訪問看護

を組み合わせて提供するサービス）

1か所 

  （25人） 

3か所 

  （87人） 

4か所 

  （112人） 

特定施設入居者生活介護 

（有料老人ホーム等の事業者が入居

者に提供するサービス）

56床 60床程度 116床程度 



６．各種サービス利用・事業量の見込み 

○主なサービス（月当たり利用人数・件数）及び事業（年間件数・人数） 

第５期 第６期計画 比 較 

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 
人 数

（H29-H26）
対 比 

(H29/H26)%

◆在宅サービス（／月）

 介護予防訪問介護 (*1) 986 989 973 504 ▲ 482 51.1

 介護予防通所介護 (*1) 1,736 1,861 1,861 1,164 ▲ 572 67.1

 訪問介護 3,230 3,453 3,695 3,917 687 121.3

 訪問看護 695 753 808 864 169 124.3

 通所介護 (*2) 6,019 6,418 5,497 5,844 ▲ 175 97.1

 地域密着型通所介護 (*2) ― ― 1,374 1,461 1,461 皆増

 福祉用具貸与 5,730 6,308 6,876 7,437 1,707 129.8

 短期入所生活介護 1,481 1,529 1,577 1,613 132 108.9

定期巡回・随時対応型訪問介
護看護 

116 134 148 164 48 141.4

 小規模多機能型居宅介護 508 619 651 696 188 137.0

看護小規模多機能型居宅介護
 （複合型サービス） 

0 13 31 44 44 皆増

◆施設・居住系サービス（／月）

 介護老人福祉施設 1,604 1,701 1,701 1,701 97 106.0

 介護老人保健施設 1,619 1,702 1,732 1,762 143 108.8

 介護療養型医療施設 749 790 790 790 41 105.5

域密着型介護老人福祉施設入
所者生活介護 

232 261 282 312 80 134.5

認知症対応型共同生活介護 509 528 537 576 67 113.2

特定施設入居者生活介護 94 113 133 182 88 193.6

■地域支援事業 (*3) （／年）

要援護高齢者自立支援
ネットワーク数 

737 758 779 800 63 108.5

 総合相談事業件数 89,000 93,000 97,000 101,000 12,000 113.5

 認知症サポーター数 21,000 23,000 25,000 27,000 6,000 128.6

（▲はﾏｲﾅｽ） 

＊１： 在宅サービスのうち、介護予防訪問介護と介護予防通所介護は、平成 29 年度に地域支援事
業へ順次移行します。 

＊２： 在宅サービスの通所介護のうち小規模なものは、平成28年度から地域密着型へ移行します。

＊３： 平成 27・28 年度の地域支援事業については、第５期計画と同様、介護予防事業、包括的支

援事業及び任意事業を実施し、平成 29 年度から新しい介護予防・日常生活支援総合事業を開

始します。



７．介護給付費等の見込み 

区  分 
第５期計画 

（平成24～26年度） 

第６期計画 

（平成27～29年度） 
伸び率 

保険給付費 105,618,470 千円 117,473,908千円 １１１.２％

  居宅介護サービス給付費等 36,816,663 千円 41,802,941千円 113.5％

  介護予防サービス給付費等 4,072,109 千円 3,736,602千円 91.8％

  地域密着型介護サービス給付費 11,538,188 千円 17,181,067千円 148.9％

地域密着型介護予防サービス給付費 67,760 千円 252,234千円 372.2％

  施設介護サービス給付費 41,389,451 千円 42,136,827千円 101.8％

 その他のサービス費 11,734,299 千円 13,723,859千円 117.0％

一定以上所得者の利用者負担見直し ― ▲691,355千円 ―

 補足給付の要件見直し ― ▲668,267千円 ―

地域支援事業費 2,053,860 千円 3,215,558千円 １５６．６％

  介護予防事業費（総合事業費） 574,184 千円 1,042,650千円 181.6％

  包括的支援事業・任意事業費 1,479,676 千円 2,172,908千円 146.9％

（計）介護給付費等 107,672,330千円 120,689,466千円 １１９.０％

（▲はﾏｲﾅｽ） 

８．保険料（65歳以上の方）の見込み等

（１）介護保険財源と保険料基準額の設定 

（２）第６期（平成 27～29 年度）保険料にかかる主な上昇・抑制要因 

① 上昇（増）要因 

・認定者及びサービス利用者の増並びに利用者の介護度の重度化など 

・第１号被保険者（65 歳以上）負担割合の増（２１％ → ２２％）  

② 抑制（減）要因 

・平成 27 年度介護報酬改定による減（改定率▲ﾏｲﾅｽ 2.27％） 

  ・介護給付費準備基金（約７億５千万円）の活用による抑制 

22.0%

28.0%

12.5%

12.5%

25.0%

介護保険の財源（H27以降）

６５歳以上の方の

保険料

４０～６４歳の方の

保険料

国

県

市

（在宅サービスの場合）

公費（税金）

５０％

●第６期介護保険料基準額 

第５期保険料（月額 5,900 円）より ７％程度上昇 と

なる見込みです。 

●保険料（65歳以上の方）基準額の設定手法 

① 必要と見込まれる介護給付費等 （ ± 財源調整） 

 × 

 ② 65歳以上の方の負担分（22％） 

 ÷ 

 ③ 65歳以上の方の人数 



９．段階別保険料の設定（案） 

（１）基本方針 

① 国の示す標準段階は、６段階から９段階に見直されました。 

  ② 本市では、現在の所得区分・負担割合を元に、所得水準に応じたきめ細かな保険

料設定を行う観点から、次のとおり１２段階の設定とします。 

（２）低所得者の保険料軽減強化 

新たに公費（国 1/2、県 1/4、市 1/4 負担）を投入し、低所得者（非課税世帯）の保

険料軽減の制度が設けられました。平成 27・28 年度は、新第１段階が対象となります。 

【参考】平成 37（2025）年の介護保険事業の推計

 Ｈ２６ ⇒ Ｈ３７ 比 較 

①高齢者数 114,271 人（高齢化率 27.2％） 約 125,000 人（同 31.5％） 1.09 倍 

②要介護（要支

援）認定者数 

21,649 人（第 1 号被保険者

認定率 18.5％） 

約 30,000 人 

（同 24.7％）

1.39 倍 

③介護給付費等 365 億円  約 540 億円 1.48 倍 

④保険料基準額 月額 5,900 円  月額約 8,800 円 1.49 倍 



　１０　地域支援事業の制度改正等について

款 項 平成２６年度 平成３０年度 項平成２７～２８年度 平成２９年度

保
険
給
付
費

地
域
支
援
事
業

介
護
予
防
事
業

（
二
次
・
一
次

）

介
護
予
防
・
生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
事
業

包
括
的
支
援
事
業
・
任
意
事
業

包
括
的
支
援
事
業
・
任
意
事
業

完全実施準備期間

【介護予防給付】
（要支援１～２）

訪問看護、福祉用具 等

訪問介護、通所介護

【介護給付】（要介護１～５）

（新規）【新しい総合事業】

基準を緩和したサービス

住民主体による支援 等

その他の生活支援サービス

一般介護予防事業

（新規）【在宅医療・介護連携推進事業】

退院支援のルール化

地域連携パス

在宅医療・介護連携推進協議会

（新規）【認知症総合支援事業】

認知症ケアパス

認知症地域支援推進員

（専門職・嘱託医）

認知症初期集中支援チーム

【総合相談】

【権利擁護】

【包括的・継続的マネジメント支援】

【認知症高齢者見守り支援】

【訪問型介護予防】

【運動器の機能訓練】

【介護予防教室】

【虚弱高齢者自立支援】

【地域介護予防推進・啓発】

【実態把握】

（新規）【生活支援体制支援事業】

第一層協議体（市）

生活支援コーディネーター

早期診断・早期対応

２４時間３６５日

在宅医療・介護サービス

提供体制の構築

多職種研修

情報共有

急変時の対応

在宅での看取り主治医・副主治医

グループ支援

適切なケア

負担緩和（家族）

地域で暮らす

第二層協議体（未定）

生活支援コーディネーター

訪問介護、通所介護

市独自の
仕組み

（充実）地域包括支援センターがパイプ役として活動

《機能強化》

訪問介護

通所介護

移行年度

新事業実施


